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〔研究ノート〕 
対抗から共働へ ― 戦後労働史 その 1 
トヨタ1950年争議 (3) 
小 池 和 男 
第 4 章 生産の工夫 
1 . ｢創意くふう活動｣ 
共働の指標 
トヨタでは, 対抗的な労使関係が1950年の 2 
か月にわたる解雇反対争議のあとも数年つづい
た｡ おそらく日本の多くの職場も同様であった






を ｢生産職場の生産の工夫｣ としよう｡ その発
議が戦前のかの製綱労働組合と異なり経営側で
あったとしても, 共働的な関係が成立していな





収された｣ とか ｢企業にとり込まれた｣ あるい
は ｢労働者の魂を失った｣ などと形容されてき





のみるところ大別 2 種ある｡ ひとつは ｢on-line
の工夫活動｣, 他は ｢off-line の工夫活動｣ であ
る｡ 聞きなれないことばであろう｡ それもその
はず, わたくしのことばである｡ なぜあえて造
語までしたのか｡ その理由は, 世間一般, また
いわゆる専門家の方々も, off-line 活動しかみず, 
on-line 活動などは視野の外だからである｡ とこ
ろが生産や仕事への効果からいえば, おそらく, 
はるかに on-line の工夫活動なのだ｡ でもいった
い on-line の工夫活動とはどのようなものなのか｡ 
















これにたいし off-line の工夫活動は, すでに
広く使われていることばがある｡ a. 提案活動と, 
b. 小集団活動つまり QC サークル活動である｡ 






うえのふたつの Off-line の工夫活動のうち, 
トヨタの事例についていえば, 注視すべきはは
るかに a. 提案活動であって, b. QC 活動ではな
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い｡ 早くからはじまっているし, 参加が個人ベ





















くわしい安田 ［1989］ も, その点を指摘する1)｡ 























当時のフォードの提案制度は, 安田 ［1989, 
pp.84－90］ に説明がある｡ ｢もっとも安全な方
法で作業または手順を改善する｣ 提案である｡ 





2 か月間はらう, というのである｡ 
もっともこのフォードの提案制度はのちに姿
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た｡ チームでの提案も奨励したのである｡ 豊田
英二もその点を指摘している  (下川 , 藤本 
［2001］ pp.188－189)｡ そうであれば, チームを
原則とする QC サークルの活動と重なろう｡ た
だし, この文章が関心をよせる時期では, まだ
チームではなく個人であった｡ しかもほぼ全員

























率｣, すなわち提案者数／従業員数, 他は ｢ 1 人
あたりの提案件数｣, つまり提案件数／提案者





か, それを示唆しよう｡ いわば広がりをしめす｡ 









率｣ で代理しよう｡ 採用件数／提案件数である｡ 
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図 4 － 1 提案制度の推移 ― 参加率,  1 人あたり提案件数, 採用率 
 
 




























































1970年前後には 5 割をこえる｡ こうなると職長
層への昇進をのぞむ層がおもに生産の工夫をに
なった, とみるにはやや無理となる｡ まして以

















第二,  1 人 1 件をこえるのは1960年代後半で
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目する｡ on-line の工夫活動は, その難しさから
上中下の 3 つのレベルにわかれる｡ うち中と下
のレベルは1990年代後半時点の調査 (小池, 中
馬, 太田 ［2001］), 上のレベルについてはさら
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｢変化｣ を考えた｡ 人の変化, 製品の変化, 生
産量の変化, 生産方法の変化などである｡ 製品



































位作業とよぶことにする｡ ある人の職務は a. 
部品 A のとりつけ, 20秒, b. 部品 B のとりつけ, 
15秒, c. 部品 C のとりつけ, 15秒, d. 部品 D のと

























と ｢設備の不具合｣ である｡ トラブルの発生と
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製造のラインであった｡ たとえば長さ 5 メート
ル, 幅 2 メートル, 厚さ10 cm ほどの鋼板が, 均
熱炉で赤く熱されてくる｡ それを 2 本の硬いロ
ールにかませて延ばしていくのであった｡ ロー
ルは直径 1  m 弱, 長さ数メートルほどのものが










延時間を短くしようと,  2 本のロールの間隔を

















































2 回, 別の日に話を聞いた｡ その間 1 回目のお
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さらいができ, はっきりしない点がわかる｡  2 
回目にそれらの点を確かめることができる｡  1 






ところと, おもわれてきたからである｡ ただし, 





















ら 1 例づつ説明し, 上の 1 例をつぎの節で記す｡ 
誤品, 欠品 
品質不具合でもっとも簡単なトラブルは, 誤



















あるいは変速機をとる｡ 自動, 手動, それぞ

























つ ｢解析｣ 担当というベテランの労働者である｡ 
組立作業で長年の経験がある｡ どこが接続不良




それに, 誤品, 欠品の箇所がわかっても, つけ
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直すために上につけられて部品をとりはずさね


















前にすくなからず経験していることだ｡  2 ,  3 
週間ではなく, すくなくとも半年ほども経験し































の労働者がもつならば, おそらく 2 ,  3 分で対











いま a. 職場内で検出された誤品や欠品と, b. 検
査ステーションで検出された誤品, 欠品にわけ
て考えよう｡ 企業内の組織で流れる数値はおそ











さいわい30ほどの職場をまわるうちに,  1 ,  2 
のベテラン職長がちらともらしてくれた｡ 最終
組立のばあいである｡ ひとつの職場ではほぼ 8
－10台に 1 件の品質不具合がでそうだ, という
話である｡ それを手がかりに仮設例を展開しよ
う｡ いま話を簡単にするために,  1 台を組み立
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す時間を, さきの話からもっとも短い 2 時間と
かりにしようか｡ on-line 活動ならば 2 ,  3 分で
すむところを,  2 時間余かかるとする｡ 
そうすると on-line 活動がまったくない場合
に, その職場がかぶる損失の時間は,  5 台×1/2
× 2 時間＝ 5 時間となる｡ いまかりにひとつの
職場が20人からなるとする (もちろん他に有休
要員, 監督者, 準監督者もいるが)｡ そうすると, 
損失時間はこの職場の 1 時間の総労働時間, 20
人× 1 時間＝20時間の, じつに25％にあたる 
(かりに不良の発生頻度が半分, つまり20台に 1 
件としても, なお12－3 ％におよぶ)｡ 
これはあくまで仮設例にすぎない｡ だが, わ
りとゆるく条件を設定している｡ それでも 4 分
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て説明しよう｡ もちろんプレスなどにははるか
に高度な機械があり, その不具合への対応はき
わめて高度なレベルであろう (中馬論文, 小池, 
中馬, 太田 ［2001］ 第 3 章)｡ だが, ここではい
ままでの説明の流れから, もっとも技能が不要
とおもわれている最終組立から例をとることに





工場では, ひとつの持ち場に 1 ,  2 の設備がつ
く｡ ドアのとりつけを例にとる｡ ふたつの ｢簡
易装置｣ がある｡ 上方からつり下げられてドア
がはこばれてくる｡ ひとつは, そのドアを上か
らはずし下までおろしてくる搬送機 1 である｡ 
他はそこからドアをとりつけ位置まで水平には
こぶ搬送機 2 である｡ どちらも簡単そうで, 故
障などありそうにないかにみえる｡ しかしベテ
ランに話を聞くと, やはり故障がないわけでは
なく, たとえば搬送機 1 からドアがはずれない, 
あるいは搬送機 2 がピタリと所定の位置にとま














者｣ とは, もちろんこの組立職場のメンバーで, 
この職場では19人中 6 人にすぎない｡ なにしろ


























た｡ だが, さきの誤品, 欠品のばあいの推量か
ら, けっして小さくないとおもわれる｡ 

















なにも習っていない｡ そうした研修 Off-JT は
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せいぜい技能上位 3 割ほどか｡ 勤続をつみさえ
すればだれでもできる, というものではない｡ 





































あるいは ｢高度な技能, 技術｣ という語義にす












































































な手直し, 機械, 設備の修正, また作業手順の




































［2004］ 参照)｡ たとえば車のバンパーである｡ 
その成型の金型は, 読者のイメージのためにお
おまかな数字をいえば, さまざまな部分を複雑
に組み付け, 結局長さ 2  m, 幅1.5 m, 高さ 1  m
などとなる｡ その中心部分は周知のように凹型
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うであった｡ なにしろこの事例では 2 階が金型



























してない｡ だが, こうした方式が最終組立, 車
体, 塗装などふつうの生産ライン職場に広がっ




































































































などの補助役ではなく, いわゆる exempt をと
れば (だいたい日本の正規大卒ホワイトカラー








職務できまるのではなく,  4 等級,  5 等級などと
いう社内資格 job grade できまる｡ 
しかも, それは一本の基本給ではない｡ たと
えば 3 等級, 係長クラス30万,  4 等級, 主任クラ




がある｡ 範囲給 range rate という｡ しかもそれ
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る (くわしくは小池 ［2009］ 第 2 章, また小池 





























職能  事務・技術系 技能系 備考 
1A 上級管理職 部長, 副部長   
1B 上級管理職 部長代理, 次長   
20 中級管理職 課長   
30 初級管理職 係長 工長  
40 初級管理職 一般 (主事, 技師)   
50 上級指導職 一般 (主事補, 技師補) 組長＝職長  
60 中級指導職 一般 班長  
7A 初級指導職 一般 班長  
80 準指導職 一般 班長  
9A 上級一般職 一般  大卒初任格付 
9B 中級一般職 一般  短大高専初任格付 
9C 初級一般職   高卒初任格付 
出所：田中 ［1982］ pp.36, 39. 
 
ここで職場の状況をいえば, ｢組長｣ とは一
般的な言い方では ｢職長｣ で, 20－30人ほどの
部下の統率にあたり, 自身は生産ラインに入ら
ない｡ ｢班長｣ とは 5－10人ほどの部下がある
が, 組長と違いふつうラインに入る｡ 
国際比較で肝要なのは, 社内資格制度のばあ








職長までとすれば, それは職能資格 ｢50組長｣ 






う｡ なお, すでにふれたが, 西欧や米ではブル
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淵源はふるいかもしれない｡ 1944年の ｢社則｣ 
に社員を 1 級から 9 級にわけると記されている




の 9 級までの資格は, 後年それを踏まえたのか













い , と元人事担当役員は語っている  (田中 



















に 3 回つづきで掲載され, あわせてじつに50ペ













ている｡ まず ｢登用者｣ とは ｢臨時工｣ あるい


























































て, 養成工出身者はおそらく ｢正規｣ の, 多く









れない｡ だが, 辻 ［2011］ はことブルーカラー
に関するかぎり, 班長, 組長以上にかぎられ, 
その下の職層の分散をみていない｡ それは辻 
｢2010］ のもちいる資料の制約による｡ つまり
この表 4 － 1 はめったにあらわれない, まこと
に貴重なものなのだ｡ 
正規労働者のなかでの個人差 














表 4 － 1 年齢ごとにみた職層別人数の割合 
― 正規, 非正規別 (％) 
 38歳 35歳 
 正規 非正規(1) 正規(2) 非正規 
計 100 100 100 100 
50 組長 56.2 7.2 2.1 0 
60 班長 20.3 10.3 12.1 1.9 
7A 班長 17.5 37.9 53.0 34.2 
7B 3.2 14.4 13.0 24.1 
80 2.8 26.6 16.0 33.5 
9A 以下 3.6 3.8 6.3 
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められる｡ 半数強が ｢7A｣ 班長に集中するが, 
散らばりは大きい｡ わずか 2 ％ではあってもす
でに組長に昇進している人もいる一方, ｢60｣ 
の班長が12％いる｡ のみならず, まったくの平
で ｢80｣ に16％, ｢9A 以下｣ にも 4 ％近くがの







規出身者は組長から ｢9A 以下｣ までひろく分




















りでは, これが限度である｡ すなわちうえの表の 
(1) 欄と (2) 欄を比べてみた｡ 図 4 － 2 である｡ 
 
図 4 － 2 非正規出身者と正規の昇格比較 
― ｢職層｣ 別人数の割合, 非正規を 3 年おくれでみる 
 




正規で 2 ％にたいし, 非正規出身者は 7 ％であ
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非正規出身者の割合 
なお正規と非正規出身者の割合はこの観察期







38歳層はじつに 7 割をこえる｡ 他方, 35歳, 36歳
層では正規採用が 8 割をしめる｡ 
 
表 4 － 2 正規採用者と非正規出身者との割合 
正規 登用者,  自衛隊除隊者 計 年齢 
人数 ％ 人数 ％ 人数 ％ 
38歳 217 27.7 565 72.3 782 100 
37歳 374 49.1 388 50.9 762 100 
36歳 626 80.0 156 19.9 782 100 






全体の求人求職倍率は 1 を下まわった｡ つまり
臨時工や期間工の名でも充分な応募があった｡ 
ところが年々需給はきびしくなる｡ 求人求職倍
率が全国で 1 をこえるのは1967年だが, 愛知は
全国でももっとも需給がきびしい｡ なかでも豊
田, 刈谷地区の求人求職倍率がきわめて高かっ












5 . 報酬 
賃金の個人差 










































































































いた, という話である (田中 ［1982］ (3), p.40)｡ 
その査定の広がりは, 1950年代後半日本の大企
業職場をみてまわったわたくしの知るかぎり 
(大河内, 氏原, 藤田 ［1959］), 日本の大企業に
かなり共通している｡ ただし, 元専務はつけく







































表 4 － 3 基本給の個人間差 
 1973   1984   
職層 平均昇給額 1 時点での範囲給 重複度 平均昇給額 1 時点での範囲給 重複度 
 指数 ％ ％ 指数 ％ ％ 
40 (工長, 係長) 152 37  147 35  
50 (組長) 131 36 16.2 129 35 13.6 
60 (班長) －   120 35 7.8 
7A (班長) －   111 35 8.5 
7B 110 35 18.1 102 34 8.0 
80 100 35 10.6 93 35 10.1 
9A 95 35 4.9 84 37 11.3 
9B 90 35 5.2 74 35 12.7 
9C 79 36 14.9 66 36 12.5 













の大要を説明しておくほかあるまい｡ まず図 4 
－ 2 を掲げておく｡ それは小池 ｢2009｣ p.95か
らの再掲だが, もっとも基本的な資料にもとづ
いている｡ こまかくは小池 ［2009］ pp.90－97, 
また小池 ［2005］ pp.96－100, を参照していた
だきたい｡ 
図 4 － 3 米ホワイトカラーのサラリー 
― pay-for-job grade の典型例 
 
出所：Personick [1984] p.26. 
Accountant 1




























































の生産労働者の基本給方式は, 米の exempt 層
に近い｡ つまり面倒な仕事, ｢創意くふう｣ を


























本企業にも適用できる｡ その点は小池 ［2008］ 
がおよばずながら解明したところである｡ 
6 . 組合活動をになうもの 
職場委員たちは組長クラス 
提案活動, さらにより肝要な on-line の工夫
活動をになうものが職場の中堅層であることを
うえでみてきた｡ 提案活動の広がりからみれば





第 3 章で, 組合の草の根は “職場委員 shop 
stewards”, つまり非専従の世話役の存在, そし
てその働きであると強調した｡ この事例ではそ
れはつぎの 3 つの組合役職である｡ いずれも非
専従である｡ a. ｢職場委員長｣, b. ｢評議員｣, c. 
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まず組合組織から概観しよう｡ ひとつの工場
がこの事例の企業レベルの組合の支部となる｡ 





｢職場委員長｣ は, 久本によれば ｢工長クラ
ス｣ であった｡ 調査時点の1993, 4年にかぎら







スが多い, という｡ その下の職場委員は15人に 








ふたつの解釈がありえよう｡ 解釈 1 はふつう
の見方で, 労働組合の無機能の表れとみる｡ こ
の解釈 1 の論理上の根拠は, 監督者は職場の労
働者の意見を代弁するのではまったくなく, 経
営側の意向, 計画, 管理を推し進めるのが役割
だ, という想定になろう｡ 他方, もうひとつの







































うえの解釈 2 の前提は, かのフランク・ナイ
トの ｢不確実性｣ の想定と同じである｡ かれは
かならずしも充分には対処のノウハウが見つか
らない問題が, 経済ではどうしてもおこるとみ




い, と考えた｡ そして, そうした小さな問題を
職場の労働者たちが黙々とこなしているからこ
そ, 生産がすすむ, とみた｡ またそのゆえに社
会主義経済がうまくいくはずがない, と主張し
た (Knight [1971])｡ 社会の上層部がすべての問
題によく対処できる全知全能の存在であるはず
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しており, ここでくりかえさない｡ ただし, 伊

































ダー, すなわち戦略の構想, 設定など, b. いわ



































なしに, 日本の方式はなにか ｢日本文化｣ 特有
のもので, 他国にはとうてい通用しない, と主
張してきた｡ だが, 1980年代後半の調査 (小池, 
猪木 ［1987］), とりわけ2005年前後の調査 (小
池 ［2008］) から, うえの方式はよく他国の職
場にも実践されていることが明らかとなった｡ 
それも下と中のレベルのみならず上のレベルで
















































対応, on-line の工夫活動を一切みようとしない｡ 
on-line の作業は組立ならばわずか60秒サイク
ルのくりかえし作業に終始する, とみる｡ あと
の工夫は off-line 活動, 就業時間後の活動, 提案













110  対抗から共働へ ― 戦後労働史 その 1  トヨタ1950年争議 (3) 
ある｡ 上手下手の差は, あるいは off-line の提
案や QC 活動にでるかもしれない｡ それには賞
金という報酬を用意すればよい｡ 
















































消そうとしている｡  そうなったら , だれが











 1) ほかにも少なくない文献があるが , 史世民 
［1992］ ｢1994｣ をあげておく｡ さらに, トヨタ生
産方式の淵源, 発展をさぐった文献も多い｡ なか




活動, QC には期待しなかった, と記している｡ 貴
重な情報である｡ またトヨタ生産方式が ｢一定水
準の労働能力に担われてはじめて実効｣ あるもの
となったと指摘している｡ ただし, その ｢労働能
力｣ の内実をついに明らかにしなかったことが惜
しまれる｡ 
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る｡ 
 2) 小池 ｢2005］ 第 4 章が米のホワイトカラーのサ
ラリーを知る基本統計, 米労働省調査, またそれ
にもとづく論文を紹介している｡  さらに小池 
［2009］ 第 3 章はその後の事例についての見事な
米の研究論文を説明している｡ 
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